
1 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業決算報告書

収益的収入および支出(1)

（単位 円）収 入

予 算 額

地方公営企業 地方公営企業 予算額に比べ
区 分 法第24条第３ 法第26条第２ 決 算 額 備 考

当初予算額 補正予算額 項の規定によ 小 計 項の規定によ 合 計 決算額の増減
る支出額に係 る繰越額に係
る財源充当額 る財源充当額

水道用水供給事
第 1款 5,220,000,000 △163,193,000 － 5,056,807,000 15,028,000 5,071,835,000 5,077,282,873 5,447,873業収益

うち、仮受消費税
第 1項 営 業 収 益 4,563,860,000 △ 22,827,000 － 4,541,033,000 － 4,541,033,000 4,551,284,453 10,251,453 および地方消費税

413,753,075円

うち、仮受消費税
第 2項 営業外収益 656,140,000 △140,366,000 － 515,774,000 15,028,000 530,802,000 525,998,420 △ 4,803,580 および地方消費税

1,974,251円

（単位 円）支 出

予 算 額
地方公

地方公 地方公 営企業
営企業 営企業 法第26

区 分 予備費 流 用 法第24 法第26 決 算 額 条第２ 不用額 備 考
当初予算額 補正予算額 条第３ 小 計 条第２ 合 計 項の規

支出額 増減額 項の規 項の規 定によ
定によ 定によ る繰越
る支出 る繰越 額
額 額

水道用水供給事
第 1款 4,181,600,000 104,346,000 － － － 4,285,946,000 15,028, 4,300,974,000 4,223,790,398 － 77,183,602業費用

000

うち、仮払消費税
第 1項 営 業 費 用 4,028,341,000 147,573,000 － － － 4,175,914,000 － 4,175,914,000 4,099,065,003 － 76,848,997 および地方消費税

150,411,540円

うち、仮払消費税
第 2項 営業外費用 153,259,000 △ 43,227,000 － － － 110,032,000 15,028, 125,060,000 124,725,395 － 334,605 および地方消費税

000 1,559,470円
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資本的収入および支出(2)

（単位 円）収 入

予 算 額

地方公営企業 継続費 予算額に比べ逓次繰
区 分 法第26条の規 決 算 額 備 考

当初予算額 補正予算額 小 計 定による繰越 越額に係る財 合 計 決算額の増減
額に係る財源
充当額 源充当額

第 1款 資 本 的 収 入 2,369,600,000 △452,683,000 1,916,917,000 932,569,000 － 2,849,486,000 1,927,269,000 △ 922,217,000 翌年度収入予定額
企業債
791,600,000円

第 1項 企 業 債 2,176,000,000 △451,000,000 1,725,000,000 757,000,000 － 2,482,000,000 1,650,200,000 △ 831,800,000 国補助金
45,500,000円
県出資金

第 2項 補 助 金 96,833,000 △ 4,333,000 92,500,000 70,200,000 － 162,700,000 117,200,000 △ 45,500,000 44,917,000円

第 3項 出 資 金 96,767,000 △ 30,000 96,737,000 91,733,000 － 188,470,000 143,553,000 △ 44,917,000

第 4 項 諸 収 入 － 2,680,000 2,680,000 13,636,000 － 16,316,000 16,316,000 －

（単位 円）支 出

予 算 額 翌 年 度 繰 越 額

流
地方公営企 継続 地方公営企 継続

区 分 用 決 算 額 不用額 備 考
逓 逓業法第26条 費 業法第26条 費

当初予算額 補正予算額 増 小 計 合 計 合 計
の規定によ 次繰 の規定によ 次繰

減
る繰越額 越額 る繰越額 越額

額

第 1款 資 本 的 支 出 7,702,100,000 △591,343,000 － 7,110,757,000 2,518,141, － 9,628,898,000 6,504,643,260 3,086,537, － 3,086,537, 37,717,740
000 000 000

うち、仮払消費税
第 1項 建設改良費 7,052,956,000 △585,243,000 － 6,467,713,000 2,518,141, － 8,985,854,000 5,862,151,618 3,086,537, － 3,086,537, 37,165,382 および地方消費税

000 000 000 519,801,504円

第 2項 企業債償還金 604,262,000 △ 6,431,000 － 597,831,000 － － 597,831,000 597,829,995 － － － 1,005

うち、仮払消費税固定資産購入第 3項 44,882,000 △ 7,328,000 － 37,554,000 － － 37,554,000 37,003,064 － － － 550,936 および地方消費税費 3,363,306円

第 4項 補助金返還金 － 7,659,000 － 7,659,000 － － 7,659,000 7,658,583 － － － 417

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額4,577,374,260円は、減債積立金582,708,261円、建設改良積立金1,505,845,000円、過年度分損益勘定留保資金
1,966,017,173円ならびに消費税および地方消費税資本的収支調整額522,803,826円で補塡した。
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2 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位 円）

１ 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 4,137,531,378 4,137,531,378

２ 営 業 費 用

(1) 総 係 費 386,081,740

(2) 業 務 費 1,422,514,274

(3) 減 価 償 却 費 2,138,601,529

(4) 資 産 減 耗 費 1,455,920 3,948,653,463

営 業 利 益 188,877,915

３ 営 業 外 収 益

(1) 受取利息および配当金 2,583,450

(2) 他 会 計 負 担 金 3,637,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 238,519,090

(4) 受 託 工 事 収 益 16,184,480

(5) 雑 収 益 4,112,929 265,036,949

４ 営 業 外 費 用

(1) 支払利息および企業債取 106,587,759
扱諸費

(2) 受 託 工 事 費 16,184,480

(3) 雑 支 出 498,576 123,270,815 141,766,134

経 常 利 益 330,644,049

当 年 度 純 利 益 330,644,049

－前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動 2,088,553,261
額

当年度未処分利益剰余金 2,419,197,310
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3 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業剰余金計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
（単位 円）

剰 余 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 資 本 合 計

国庫補助金 工事負担金 受贈財産評 減債積立金 建設改良積 未処分利益
合 計 合 計価額 立金 剰余金

33,916,296, 1,713,279, 2,933,840, 2,492,599, 41,060,079,
前年度末残高 2,018,640 2,043,387 1,717,342,001 － 5,426,440,029972 974 829 200 002

△2,492,599, △1,909,890,前年度処分額 1,909,890,939 － － － － 582,708,261 － －
200 939

議会の議決に
－ － － － － － － － － －よる処分額

条例による処 △2,492,599, △1,909,890
1,909,890,939 － － － － 582,708,261 － －

分額 200 939

（繰越利益剰余金）

35,826,187, 1,713,279, 2,933,840, 41,060,079,
処 分 後 残 高 2,018,640 2,043,387 1,717,342,001 582,708,261 － 3,516,549,090911 974 829 002

△582,708, △1,505,845, 2,419,197,当年度変動額 143,553,000 － － － － 330,644,049 474,197,049
261 000 310

減債積立金の △582,708,－ － － － － － 582,708,261 － －
取崩 261

建設改良積立 △1,505,845, 1,505,845,
－ － － － － － － －金の取崩 000 000

他会計繰入金 143,553,000 － － － － － － － － 143,553,000
の受入

当年度純利益 － － － － － － － 330,644,049 330,644,049 330,644,049

（当年度未処分利益
剰余金）

35,969,740, 1,713,279, 1,427,995, 2,419,197, 41,534,276,当年度末残高 2,018,640 2,043,387 1,717,342,001 － 3,847,193,139
911 974 829 310 051
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4 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業剰余金処分計算書

（単位 円）

資 本 金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 35,969,740,911 1,717,342,001 2,419,197,310

議会の議決による処分額 － － －

滋賀県公営企業の設置等に関する
－ － △ 330,644,049

条例第５条第１項による処分額

減債積立金の積立 － － △ 330,644,049

滋賀県公営企業の設置等に関する
2,088,553,261 － △ 2,088,553,261

条例第５条第４項による処分額

資本金への組入 2,088,553,261 － △ 2,088,553,261

(繰越利益剰余金)
処分後残高 38,058,294,172 1,717,342,001 －

5 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業貸借対照表

（令和５年３月31日）

（単位 円）

資 産 の 部

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 2,129,629,057

ロ 建 物 4,863,795,428

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,458,449,748 2,405,345,680

ハ 構 築 物 56,788,121,341

減 価 償 却 累 計 額 △32,591,806,192 24,196,315,149

ニ 機 械 お よ び 装 置 27,595,000,985

減 価 償 却 累 計 額 △19,960,356,198 7,634,644,787

ホ 車 両 運 搬 具 26,035,846

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,818,619 4,217,227

ヘ 船 舶 662,678

減 価 償 却 累 計 額 △ 629,545 33,133

ト 工具器具および備品 346,832,475

減 価 償 却 累 計 額 △ 249,992,188 96,840,287

チ 建 設 仮 勘 定 12,141,620,648

有 形 固 定 資 産 合 計 48,608,645,968

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 水 利 権 387,095,460

ロ 地 上 権 5,239,015

ハ 施 設 利 用 権 164,509

無 形 固 定 資 産 合 計 392,498,984

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 14,200,000
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ロ 預 託 金 92,242

投資その他の資産合計 14,292,242

固 定 資 産 合 計 49,015,437,194

２ 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 8,607,312,557

(2) 未 収 金 697,662,456

(3) 貯 蔵 品 25,734,760

流 動 資 産 合 計 9,330,709,773

資 産 合 計 58,346,146,967

負 債 の 部

３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 8,932,599,766
充てるための企業債

企 業 債 合 計 8,932,599,766

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 188,089,629

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 390,742,000

ハ 修 繕 引 当 金 819,679,736

引 当 金 合 計 1,398,511,365

固 定 負 債 合 計 10,331,111,131

４ 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 621,339,902
充てるための企業債

企 業 債 合 計 621,339,902

(2) 未 払 金 1,427,319,493

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 33,571,000

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 19,627,000

ハ 修 繕 引 当 金 20,502,000

引 当 金 合 計 73,700,000

(4) そ の 他 流 動 負 債 20,522,978

流 動 負 債 合 計 2,142,882,373

５ 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 補 助 金 5,990,581,876

収 益 化 累 計 額 △ 2,111,040,751 3,879,541,125

ロ 他 会 計 補 助 金 28,902,052

収 益 化 累 計 額 △ 13,193,167 15,708,885

ハ そ の 他 補 助 金 77,735,000

収 益 化 累 計 額 △ 28,485,168 49,249,832

ニ 工 事 負 担 金 446,756,201

収 益 化 累 計 額 △ 122,197,820 324,558,381

ホ 寄 附 金 155,884,902

収 益 化 累 計 額 △ 132,247,740 23,637,162

ヘ 受 贈 財 産 評 価 額 64,330,151
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収 益 化 累 計 額 △ 19,148,124 45,182,027

長 期 前 受 金 合 計 4,337,877,412

繰 延 収 益 合 計 4,337,877,412

負 債 合 計 16,811,870,916

資 本 の 部

６ 資 本 金 35,969,740,911

７ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 1,713,279,974

ロ 工 事 負 担 金 2,018,640

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 2,043,387

資 本 剰 余 金 合 計 1,717,342,001

(2) 利 益 剰 余 金

イ 建 設 改 良 積 立 金 1,427,995,829

ロ 当年度未処分利益剰余 2,419,197,310
金

利 益 剰 余 金 合 計 3,847,193,139

剰 余 金 合 計 5,564,535,140

資 本 合 計 41,534,276,051

負 債 資 本 合 計 58,346,146,967
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6 注 記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年

数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）

により定額法を用いている。

(2) 無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が

負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計における職員の勤続年数による按分

により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 319,546,651円を除いて計上している。

(2) 賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における

支給 (支払) 見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

(3) 特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按

分した額を計上している。

(4) 修繕引当金

会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の平成24年４月１日施行の地方公営企業

例により取り崩すこととする。

(5) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

４ その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 貸借対照表等に関する注記

特になし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内 3,612,150円

１年超 2,325,992円

計 5,938,142円
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Ⅴ 重要な後発事象に関する注記

特になし

Ⅵ その他の注記

１ 特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、次の工事を執行するにあたり、特別修繕引当金を取り崩した。

吉川浄水場浄水機械修繕工事 10,012,000円

吉川浄水場等主要ポンプ修繕工事 10,717,000円

馬渕浄水場Ｎｏ．１送水ポンプ修繕工事 3,345,000円

水口浄水場ろ過池ろ材入替修繕工事 2,528,000円

２ 修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、次の工事を執行するにあたり、修繕引当金を取り崩した。

吉川浄水場浄水機械修繕工事 26,671,000円

吉川浄水場等主要ポンプ修繕工事 19,009,000円

馬渕浄水場Ｎｏ．１送水ポンプ修繕工事 5,873,000円

上水守山西部幹線上流ライン漏水復旧工事 5,700,000円

ＩＣＰ－ＭＳ分析装置修繕工事 2,200,000円
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2 令和 4 年度滋賀県水道用水供給事業キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位 円）

１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 330,644,049

減 価 償 却 費 2,138,601,529

資 産 減 耗 費 1,455,920

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ） 360,984

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 16,935,462

賞 与 等 引 当 金 の 増 減 額 △ 357,000

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 減 額 12,956,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 額 △ 59,453,000

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 238,519,090

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額 522,803,826

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ 2,583,450

支 払 利 息 106,587,759

未 収 金 の 増 減 額 48,189,169

未 払 金 の 増 減 額 △ 1,542,214

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 250,962

預 り 金 の 増 減 額 4,817,863

小 計 2,880,646,845

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 2,388,895

利 息 の 支 払 額 △ 106,587,759

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,776,447,981

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,768,912,326

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 239,543,000

国 庫 補 助 金 等 の 返 還 に よ る 支 出 △ 7,658,583

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 5,537,027,909

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る 1,650,200,000
た め の 企 業 債 に よ る 収 入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る △ 597,829,995
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入 91,733,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,144,103,005

資 金 減 少 額 1,616,476,923

資 金 期 首 残 高 10,223,789,480

資 金 期 末 残 高 8,607,312,557
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